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                             （参考６） 

平成２８年１０月５日

  

被災者生活再建支援法の適用について 

北海道総務部危機対策局危機対策課  

 

１ この度の大雨災害について、住宅に多数の被害が生じ被災者生活再建支援法に

定める自然災害に該当するものと認め、同法を適用する。 

 

２ 今後、次に示す区域において、住宅が全壊した世帯、大規模半壊した世帯等に

ついては、その申請により被災者生活再建支援制度が適用され、住宅の被害程度

に応じた基礎支援金及び住宅の再建方法に応じた加算支援金が公益財団法人都道

府県会館から支給される。 

該当区域 

支援法 

適用日 

適用基準 

(支援法施行令) 

住家被害（世帯） 

全 壊 半 壊 床上浸水 

室蘭市 ８月３０日 第１条第４号 6 3 0 

空知郡南富良野町 ８月３０日 第１条第１号 6 51 47 

白老郡白老町 ８月３０日 第１条第６号 2 0 1 

虻田郡洞爺湖町 ８月３０日 第１条第６号 2 0 0 

上川郡新得町 ８月３０日 第１条第６号 2 8 調査中 

上川郡清水町 ８月３０日 第１条第４号 6 7 調査中 

中川郡幕別町 ８月３０日 第１条第４号 6 25 0 

注：上記の数値は平成２８年１０月５日９時００分現在の被災市町村からの調査報告に

よるものであり今後、区域や世帯数が変更となることがあります。 

 

３ 公示日 

  平成２８年１０月５日 

 

４ 適用の考え方について 

  別紙のとおり 
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別 紙 

＜参考＞ 

１．支援金支給の仕組み（法第１８条） 

被災者生活再建支援金は、都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用

して支給するが、その１／２について国が補助することとされている。 

 

２．対象となる自然災害（施行令第１条） 

今回の適用は、被災者生活再建支援法施行令第１条第１号（災害救助法施行令

第 1条第１項第１号に該当する被害が発生した市町村）、第４号（支援法施行令第

１条第１号又は第２号に規定する被害が発生した市町村を含む都道府県で、その

自然災害により５以上の世帯の住宅が全壊する被害が発生した市町村（人口１０

万未満のものに限る。））及び第６号（支援法施行令第 1 条第３号又は第４号に規

定する都道府県が２以上ある場合（※）における市町村（人口１０万未満のもの

に限る。）で、その自然災害により５以上（人口５万未満の市町村は２以上）の世

帯の住宅が全壊する被害が発生した市町村）に係る自然災害に該当することによ

る。 

※ 平成２８年台風第１０号による災害では、岩手県において支援法（施行令第１

条第３号）を適用。 

 

【適用基準】 

・室蘭市の人口は、８８，５８５人であり、 

人口１０万未満であることから、全壊５世帯以上で４号に該当。 

・南富良野町の人口は、２，５５５人であり、 

人口５，０００人未満であることから、滅失３０世帯以上で１号に該当。 

（滅失１世帯＝全壊１世帯＝半壊２世帯＝床上浸水３世帯） 

・白老町の人口は、１７，７４４人であり、 

人口５万未満であることから、全壊２世帯以上で６号に該当。 

・洞爺湖町の人口は、９，３０８人であり、 

人口５万未満であることから、全壊２世帯以上で６号に該当。 

・新得町の人口は、６，２９０人であり、 

人口５万未満であることから、全壊２世帯以上で６号に該当。 

・清水町の人口は、９，６０５人であり、 

人口１０万未満であることから、全壊５世帯以上で４号に該当。 

・幕別町の人口は、２６，７６４人であり、 

人口１０万未満であることから、全壊５世帯以上で４号に該当。 

◎人口は平成２７年国勢調査による。 
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北海道告示第１０７５７－９号

平成２８年８月３０日に室蘭市、空知郡南富良野町、白老郡白老

町、虻田郡洞爺湖町、上川郡新得町、上川郡清水町、中川郡幕別町

の区域内において発生した台風第１０号の災害を被災者生活再建支

援法の対象となる自然災害とする。

平成２８年１０月５日

北海道知事 高橋 はるみ



被災者生活再建支援制度の概要

① 災害救助法施行令第１条第１項第１号又は第２号に該当する被害が発生した市町村

② １０世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村

③ １００世帯以上の住宅全壊被害が発生した都道府県

④ ①又は②の市町村を含む都道府県で、

５世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村（人口１０万人未満に限る）

⑤ ①～③の区域に隣接し、

５世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村（人口１０万人未満に限る）

⑥ ①若しくは②の市町村を含む都道府県又は③の都道府県が２以上ある場合に、

５世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村（人口１０万人未満に限る）

２世帯以上の住宅全壊被害が発生した市町村（人口５万人未満に限る）

※ ④～⑥の人口要件については、合併前の旧市町村単位でも適用可などの特例措置あり（合併した年と
続く５年間の特例措置）

１．制度の対象となる自然災害

上記の自然災害により

① 住宅が「全壊」した世帯

② 住宅が半壊、又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯

③ 災害による危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が長期間継続している世帯

④ 住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯（大規模半壊世帯）

２．制度の対象となる被災世帯

支給額は、以下の２つの支援金の合計額となる

（※ 世帯人数が１人の場合は、各該当欄の金額の３／４の額）

① 住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金）

② 住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金）

※一旦住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設・購入（又は補修）する場合は、合計で２００（又は１００）万円

３．支援金の支給額

住宅の
被害程度

全壊
（２．①に該当）

解体
（２．②に該当）

長期避難
（２．③に該当）

大規模半壊
（２．④に該当）

支給額 １００万円 １００万円 １００万円 ５０万円

住宅の
再建方法

建設・購入 補修 賃借
（公営住宅以外）

支給額 ２００万円 １００万円 ５０万円
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